
（平成２２年９月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認新潟地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



新潟国民年金 事案 1130 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年１月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 37年１月 

   「ねんきん特別便」を受け取り、自身の記録についてはあまり気にしてい

なかったが、「ねんきん定期便」が送付されたのを契機として国民年金保険

料の納付記録を確認したところ、申立期間の納付事実が確認できないとの回

答を受け取った。 

   申立期間は、母が妹と私の保険料を一緒に納付してくれたはずなのに、私

だけが未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１か月と短期間である上、国民年金手帳記号番号払出簿から、申

立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金の適用準備期間である昭和 36 年２

月 17 日にその妹と連番で払い出されたことが確認でき、保険料納付開始時の

同年４月から申立期間の直前である同年 12 月までの申立人の保険料は納付済

みとなっている。 

また、特殊台帳及びＡ市役所作成の国民年金被保険者名簿により、申立人の

資格喪失日は昭和 37 年２月１日と記載されているものの、同名簿の検認記録

欄の同年１月欄には「喪失」の押印があり、被保険者名簿の記録に齟齬
そ ご

が見ら

れることから、行政側の記録管理が適切に行われなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立期間当時に申立人と同居していたその妹は、申立期間の保険料

が納付済みとなっている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1090 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、19 万円であ

ったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成５年５月１日から同年 10月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

した期間の標準報酬月額が、当時の給与支給額と大きく違っていることが分

かったので、社会保険事務所に照会したところ、標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂

正されていることが分かった。 

    Ａ社に勤務していた当時は、30 万円程度の給与を支給されていたので、

当時の給与明細書等は無いが、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、

当初、19 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所で

はなくなった平成７年３月 19日より後の同年７月 13日付けで、５年５月１日

に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に訂正されていることが確認できる。 

   また、オンライン記録により、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険に

加入していたことが確認できる元従業員のうちの一人は、「当時、会社は保険

料を払っていないということを聞いていた。」と証言していることから、同社

には、厚生年金保険料の滞納があったことがうかがえる。 

   さらに、申立人は、「Ａ社で勤務していた当時は、営業職として勤務してい

た。」と申し立てているところ、Ａ社の商業登記簿から、申立人は申立期間当

時、同社の取締役ではなかったことが確認できる。 

   一方、申立人は、「申立期間当時は、営業職として勤務し、30万円程度の給

与を受け取っていた。」と申し立てているところ、Ａ社の当時の代表者は、他

の委員会に対する申立てに係る調査において、営業職の給与支給額と厚生年金



保険料の控除額について、「基本給に営業の歩合を加算した額を支給していた

ものの、社会保険事務所に届け出た標準報酬月額については、基本給のみの報

酬額で行っており、また、その保険料控除は、標準報酬月額から算出した額で

行っていた。」としている上、申立人は、申立期間当時の給与明細書を保管し

ていないことから、申立人の申立期間における給与支給額及び厚生年金保険料

の控除額について確認することはできない。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人の標準報酬

月額をさかのぼって減額訂正する合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は

有効なものと認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た 19 万円に訂正することが必要と認め

られる。 



新潟厚生年金 事案 1091 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 40 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 38年 11月１日から 40 年８月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないこと

が分かった。 

    私は、昭和 36 年２月１日から、一貫して父の経営する事業所に勤務して

いた。会社の名前が変わったことがあったのは知っているが、途中で仕事を

辞めたり、長期間休んだりしたことは無い。 

    勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と一緒に、Ａ社で働いていたとするその弟は、「兄のＡ社における厚

生年金保険被保険者期間と申立期間で、勤務内容や勤務形態に変更は無かっ

た。」と証言しており、申立期間当時の複数の同僚も、申立人が申立期間にお

いて、同社に勤務していたと証言している。 

   また、オンライン記録では、申立人は、Ａ社における厚生年金保険被保険者

資格を昭和 38 年 11 月１日に喪失した後、40 年８月１日に、関連会社である

Ｂ事業所において取得しているが、申立人と同様に、Ａ社からＢ事業所へ異動

した従業員３人には、被保険者期間の欠落は確認できない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社に継続して



勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 38

年 10 月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から２万円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間に行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算

定基礎届及びこれに基づく定時決定や事業主による申立てどおりの資格喪失

届などのいずれの機会においても、社会保険事務所（当時）が記録の処理を誤

るとは考え難いことから、事業主が、昭和 38 年 11月１日を厚生年金保険の資

格喪失日として届け出たものと認められる。その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る 38 年 11 月から 40 年７月までの保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1092 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 22年８月 18日から 25年１月 25日まで 

                          ② 昭和 25年７月 10日から 28年３月８日まで 

             ③ 昭和 28年３月 12日から同年９月 10日まで 

             ④ 昭和 28年９月 10日から 29年４月１日まで 

             ⑤ 昭和 29年４月１日から同年５月 17日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

脱退手当金支給済期間となっていることが分かった。 

    しかし、脱退手当金を受給した記憶は無いので、調査の上、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金は、申立期間⑤の厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約 10 か月後の、昭和 30 年３月 28 日に支給決定されたこととなってい

る上、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者期間である申立期間④及び⑤は、脱退

手当金の受給要件である 24 か月に満たない８か月であることから、事業主が

申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

   また、申立人は脱退手当金支給日の約２週間後に、別の事業所において厚生

年金保険に再加入している上、申立人のオンライン記録は、平成２年 11 月 19

日に氏名が、21年 12月３日には生年月日がそれぞれ訂正されており、申立人

が自ら脱退手当金の請求手続を行ったとするならば、自身の氏名と生年月日の

両方を誤って請求をすることは不自然であることから、申立人が脱退手当金を

請求したことは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期間

に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



新潟厚生年金 事案 1093 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間について、事業主は、申立人が主張する標準報酬月額を社会保険事

務所（当時）に届け出たものと認められることから、申立期間に係る標準報酬

月額を 41万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成 18年３月１日から同年９月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

する期間のうち、申立期間の標準報酬月額が間違っていることが分かった。 

    Ａ社が保管する賃金台帳によれば、標準報酬月額 41 万円相当の厚生年金

保険料が、給与から控除されていることが確認できるので、申立期間の標準

報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する平成 18 年賃金台帳によれば、申立人は、申立期間中、給与

から標準報酬月額 41 万円に基づく厚生年金保険料を控除されていることが確

認できる。 

   また、Ａ社が加入するＢ厚生年金基金が保管する厚生年金基金加入員標準給

与改定通知書によれば、事業主は、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を

41 万円と届け出たことが確認できる上、Ａ社では、申立期間当時の厚生年金

保険及び同基金への届出は、複写式であったとしている。 

   さらに、健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届（平成 18 年９

月定時決定）において、申立人の「従前の標準報酬月額」欄には、「410千円」

と記載されていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人が主張

する標準報酬月額を社会保険事務所に届け出たものと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1094 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 43年３月 21日から同年８月１日までの期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 43年３月 21

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、同年３月は１万 4,000円、同年４月

及び同年５月は１万 2,000円、同年６月及び同年７月は１万 4,000円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 43年１月 31日から同年８月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないこと

が分かった。 

    私は、昭和 42 年７月１日から、Ａ社で勤務を開始し、退職する平成７年

12月 21日まで、途中、出産のため休んだことはあるものの、退職したこと

はない。 

    当時の給料支払明細書を所持しているので、調査の上、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 43年３月 21日から同年８月１日までの期間につい

ては、Ａ社の回答から、申立人は、当該期間において同社に勤務していたこ

とが認められる。 

また、Ａ社は、申立期間当時に係る同社の厚生年金保険料等は翌月控除で

あったとしているところ、申立人が所持する昭和 43 年４月分から同年８月

分までの給料支払明細書から、同年３月分から同年７月分までの厚生年金保

険料が控除されていることが確認できる。 



また、申立期間の標準報酬月額については、上記明細書の支給額から昭和

43年３月は１万 4,000円、同年４月及び同年５月は１万 2,000円、同年６月

及び同年７月は１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 
また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 43 年１月 31 日から同年３月 21 日までの期

間については、Ａ社の回答から、申立人が、当該期間において同社に勤務し

ていたことは認められるものの、同社は、当時の資料は残っていないとして

おり、当該期間に係る厚生年金保険の適用状況等について、確認することが

できない。 

また、Ａ社は、申立期間当時に係る同社の厚生年金保険料等は翌月控除で

あったとしているところ、申立人は、「昭和 43年２月分の給与明細書は持っ

ていない。出産後に休んだ期間があったので、給与が無かったかもしれな

い。」としていることから、昭和 43年１月分の厚生年金保険料が、給与から

控除されていたことがうかがえない上、申立人が所持する同年３月分の給与

明細書において、同年２月分の厚生年金保険料が控除されていることが確認

できない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1095 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準報酬月額を 15万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成８年２月１日から同年４月１日まで 

   「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

していた当時の標準報酬月額のうち、申立期間の標準報酬月額が、私が実際

にもらっていた給与額よりも少ない金額で記録されていることが分かった。 

国（厚生労働省）の記録では、申立期間の標準報酬月額が 14 万 2,000 円

と記録されているが、私は、当時の給与支払明細書を保管しており、申立期

間において、標準報酬月額 15 万円に相当する給与額が支払われ、同額に基

づく厚生年金保険料を給与から控除されていることが確認できるので、標準

報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する平成８年２月分及び同年３月分の給与支払明細書におい

て、申立人は、申立期間において、標準報酬月額 15 万円に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていることが認められる。 

   なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく保険料（上記訂正前の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 
   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して



行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 



新潟厚生年金 事案 1096 

 
第１ 委員会の結論 
   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ部における資格取得日に係る記

録を昭和 45 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円とするこ

とが必要である。 
   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 
 
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等 
    氏    名 ： 男 
    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年７月１日から同年８月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていない

ことが分かった。 

    申立期間は、Ａ社Ｃ支店から同社Ｂ部管轄のＤ営業所（現在は、Ａ社Ｅ支

店）へ転勤になったが、申立期間中も同社に継続して勤務していた。 

    保管している給与支給明細書のとおり、給与から厚生年金保険料が控除さ

れているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給与支給明細書、並びにＡ社Ｅ支店から提出された社

員名簿及び給与支給明細書により、申立人が申立期間において同社に継続して

勤務し（昭和 45 年７月１日にＡ社Ｃ支店から同社Ｄ営業所に異動）、申立期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与支給明細書の厚生年金

保険料控除額から、８万円とすることが妥当である。 
   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



新潟厚生年金 事案 1097 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 48年 ４月１日から 50年 ３月１日まで 

             ② 昭和 50年 ３月１日から 51年 ４月１日まで 

             ③ 昭和 51年 ４月１日から同年 ７月１日まで 

                          ④ 昭和 51年 10月１日から 52 年 10月１日まで 

             ⑤ 昭和 52年 10月１日から 54年 ９月１日まで 

             ⑥ 昭和 56年 ５月１日から 59年 ６月１日まで 

             ⑦ 昭和 59年 ６月１日から平成５年５月１日まで 

    自身の年金記録を確認するため、社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、いずれの申立期間も厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分

かった。 

いずれの申立期間も給与から厚生年金保険料が控除されていたと記憶し

ているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社に勤務していたときの友人の紹介

で、Ｂ社に勤務した。」と申し立てているところ、オンライン記録によると、

Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立期間①より後の昭和

52年６月１日であることが確認できる。 

    また、Ｂ社は、昭和 58 年 10 月 25日に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっている上、事業主も所在が不明であり、申立人は、当時の同僚の氏名

を記憶していないことから、申立人の同社での勤務実態を確認することがで

きない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「公共職業安定所の紹介で、Ｃ県にあっ



たＤ社に勤務した。」と申し立てているところ、オンライン記録において、

Ｄ社の厚生年金保険適用事業所としての記録が確認できない。 

    また、Ｄ社に係る商業登記簿は確認できない上、申立人は、当時の同僚の

氏名を記憶していないことから、申立人の同社での勤務実態を確認すること

ができない。 

 

  ３  申立期間③について、申立人は、「Ｂ社に勤務していたときに、Ｅ社の社

長と知り合いになり、その社長にお願いして同社に勤務した。」と申し立て

ているところ、オンライン記録において、Ｅ社の厚生年金保険適用事業所と

しての記録が確認できない。 

    また、商業登記簿によれば、Ｅ社は平成 15年７月 31日に破産処理されて

いる上、事業主も所在不明であり、申立人は、当時の同僚の氏名を記憶して

いないことから、申立人のＥ社での勤務実態を確認することができない。 

 

  ４ 申立期間④について、オンライン記録から、申立期間④当時、Ｆ社におい

て厚生年金保険に加入していることが確認できる従業員二人の証言から、申

立人が申立期間④において、同社に勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、オンライン記録によると、Ｆ社は、申立期間④より後の昭

和 53年４月 13日に厚生年金保険の適用事業所となっており、同社の事業主

は、「当社が厚生年金保険の適用事業所となる以前は、従業員の給与から厚

生年金保険料は控除していない。」と証言している。 

 

  ５ 申立期間⑤について、申立人は、「求人広告を見て、Ｇ社に勤務した。」と

申し立てているところ、Ｇ社は、「申立人が勤務していたか不明である。」と

回答している。 

    また、申立人は、当時の同僚の氏名を記憶していない上、Ｇ社に係る健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から、申立期間⑤当時、厚生年金保

険に加入していることが確認できる従業員二人に照会したものの、これら従

業員はいずれも、「申立人のことを記憶していない。」と証言していることか

ら、申立人が同社に勤務していたことが確認できない。 

 

  ６ 申立期間⑥について、申立人は、「Ｈ地方Ｉ区のＪ事業所には、親方が知

人であったことから、誘われて勤務した。」と申し立てているところ、オン

ライン記録において、Ｊ事業所の厚生年金保険適用事業所としての記録が確

認できない。 

    また、Ｊ事業所に係る商業登記簿は確認できない上、申立人は、当時の同

僚の氏名を記憶していないことから、申立人のＪ事業所での勤務実態を確認

することができない。 



  ７ 申立期間⑦について、オンライン記録から、Ｋ社（現在は、Ｌ社）におい

て厚生年金保険に加入していることが確認できる従業員３人の証言から、期

間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、Ｌ社は、「当時の資料は無いが、申立人の申出により厚生

年金保険料は控除していなかった。」と回答しているなど、申立期間⑦当時、

申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる証

言は得られなかったことから、申立期間⑦当時における厚生年金保険料の控

除の状況について、確認することができない。 

 

  ８ 申立人は、いずれの申立期間についても、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていた具体的な記憶が無く、いずれの申立期間についても

厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も

無い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②、③、④、⑤、⑥及び

⑦に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1098 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 31年 10月 20日から 32 年３月 30日まで 

「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

Ａ社では、冬季期間のみの出稼労働者として勤務したが、出稼ぎに出てい

たのは３期間だったはずである。 

３期間とも一緒に出稼ぎに行った同僚には、Ａ社における３期間分の厚生

年金保険被保険者記録があるにもかかわらず、自分には、２期間分しかない

のは納得できない。 

調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間について、申立人は、Ａ社で出稼労働者として勤務した当時の同

僚一人の氏名を挙げ、「当該同僚とは、Ａ社において、申立期間を含む３期

間一緒に勤務した。」と申し立てている。 

しかしながら、オンライン記録から、上記同僚は申立期間において、Ａ社

で厚生年金保険に加入していないことが確認できる上、同社において、昭和

31年秋から 32年春までの期間、同年秋から 33年春までの期間、及び同年秋

から 34年春までの期間、出稼労働者として勤務したとする別の従業員は、「自

分が申立人と一緒に勤務したのは、２期間のみである。」と証言しており、

ほかに、申立人が申立期間当時、同社に勤務していたことがうかがえる証言

を得られないことから、申立人の申立期間における勤務実態を確認すること

ができない。 

また、Ａ社は、申立期間当時の資料を保管しておらず、申立人の申立期間

に係る厚生年金保険の適用状況等について、確認することができない上、オ

ンライン記録から、申立人がＡ社で初めて資格を取得した昭和 32年 11月１



日以降に、同社において資格を取得したことが確認できる５人の従業員は、

「昭和 32年 11月１日より以前の期間も、Ａ社で出稼労働者として勤務した

ことがある。」と証言しているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険事

業所別被保険者名簿において、いずれの従業員についても、同年 10 月 31日

以前の期間については、同社で資格を取得していないことが確認できること

から、同社では、同日以前の期間、出稼労働者については、厚生年金保険に

加入させない取扱いを行っていたことがうかがえる。 

 

２ 申立人が、Ａ社において、３期間一緒に勤務したとしている上記同僚は、

「自分が、Ａ社に出稼労働者として勤務したのは３期間であるが、申立人と

はそのすべての期間、一緒に勤務していたと思う。」と証言しているところ、

オンライン記録から、当該同僚の同社における厚生年金保険加入期間は、昭

和 32 年 11 月１日から 33 年５月１日までの期間、同年 11 月１日から 34 年

１月１日までの期間及び同年 11月１日から 35年２月１日までの期間である

ことが確認できることから、申立人が、34年 11月１日から 35年２月１日ま

での期間、同社に勤務していた可能性は否定できない。 

  しかしながら、上記同僚は、「申立人が、Ａ社で勤務したのは、申立人が

独身のころであり、結婚後は勤務していないと思う。」と証言しており、申

立人も同様の主張をしているところ、申立人に係る戸籍から、申立人の婚姻

日は、昭和 34年３月 30日であることが確認できる。 

  また、オンライン記録から、Ａ社において、昭和 34 年 11 月 11 日に、初

めて厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる二人の従

業員はいずれも、「自分は、Ａ社で、昭和 34年秋から 35年春までの期間に、

初めて出稼労働者として勤務した。家が近所だったこともあり、申立人のこ

とは知っているが、申立人と一緒に勤務したことはない。」と証言している

ことから、申立人の当該期間における勤務実態を確認することができない。 

 

３ 申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除

されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1099 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 44年(又は 45年)８月(又は９月)から 

52年４月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていなかったので、社会保険事務所(当時)

に照会したところ、やはり、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となって

いなかった。 

当時、私は、Ａ県Ｂ市にあったＣ社の従業員寮に居住し、同社で臨時職

員として仕事に従事していた。 

厚生年金保険への加入について、会社が当時、どのような取扱いをして

いたかは分からないが、臨時職員として勤務した他の事業所ではいずれも厚

生年金保険に加入しているので、Ｃ社においても、同様に厚生年金保険に加

入していたものと思われる。 

当時のことを確認できる資料は無いが、調査の上、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人に係る戸籍の附票から、申立人は、昭和 49年１月４日にＣ社の従業

員寮の所在地に住所を定めていることが確認できる上、同社に係る健康保険

厚生年金保険事業所別被保険者名簿から、申立期間当時、厚生年金保険被保

険者資格を取得していることが確認できる複数の元従業員は、「申立人と一緒

に仕事をし、従業員寮に居住していた。」と証言していることから、申立人は、

申立期間のうち、一部期間においては同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人は、「Ｃ社において、臨時雇用者として７年くらい勤

務していた。」と申し立てているところ、Ｃ社は、「現在、当社に保管されて



いる名簿において、申立人の氏名が確認できないことから、申立人が当社に

在籍していたことは確認できず、また、当時の臨時雇用者に係る社会保険加

入の取扱いについて確認できる資料も保管していない。」と回答していること

から、申立人の同社における厚生年金保険料の控除等について確認すること

ができない。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から、申立期

間当時、同社において、厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認

できる元従業員のうち、証言を得られた９人の中には、その被保険者期間が１

年に満たない者も確認できるが、いずれの元従業員も、自身の雇用形態につい

て、「正社員であった。」と証言していることから、申立期間当時、同社は、正

社員については短期の雇用期間でも厚生年金保険に加入させている一方で、臨

時雇用者については、仮に長期間在籍していたとしても厚生年金保険に加入さ

せていなかったことがうかがえる。 

さらに、オンライン記録から、申立人は申立期間当時、国民年金に加入し、

保険料を納付していることが確認できるなど、申立人が、申立期間当時、厚生

年金保険に加入していたことがうかがえない。 

加えて、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1100 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月中旬から 47 年４月１日まで 

    年金事務所に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、申立期間が厚生

年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    当時、Ａ社に一緒に勤務した同僚もおり、勤務したことは間違いないので、

調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時の同僚の氏名を挙げ、「この同僚と一緒に、Ａ社で

勤務した。」と申し立てているところ、当該同僚は既に亡くなっているが、そ

の妻は、「夫は生前、申立人と一緒にＡ社で勤務したと話していた。」と証言し

ていることから、期間は特定できないものの、申立人は、Ａ社で勤務していた

ことがうかがえる。 

   しかしながら、Ａ社の継承会社であるＢ社は、「資料を保管していないため、

申立人の勤務実態や保険料控除については不明である。」と回答している上、

Ａ社が加入していた厚生年金基金を継承したＣ企業年金基金は、「申立人に係

る記録の有無を確認したが、記録は無かった。」と回答していることから、申

立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除等について確認することができな

い。 

   また、申立人は、「申立期間当時は、季節労働者として勤務した。」と申し立

てているところ、オンライン記録から、申立期間のうち、昭和 46年 10月から

同年 12 月までの間に、Ａ社において、厚生年金保険被保険者資格を取得して

いることが確認できる従業員の中には、47 年４月１日までに資格を喪失した

者が 19人確認できるが、このうち所在の確認できた６人はいずれも、「自分は

季節労働者ではなく、社員として入社したが、自己都合により退職した。」と



証言していることから、同社は、申立期間当時、季節労働者を厚生年金保険に

加入させていなかったことがうかがえる。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間にお

いて申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無いことから、申立

人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考え難い。 

   加えて、申立人は、「同僚は、Ａ社では、申立期間を含め、５回勤務したと

言っていた。」としているが、オンライン記録において、当該同僚は、Ａ社で

厚生年金保険に加入していたことが確認できない上、当該同僚は、申立期間中、

国民年金に加入しており、保険料を納付していることが確認できる。 

   また、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1101 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 21年１月 23日から 23 年４月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社Ｂ工場

に勤務した申立期間が、脱退手当金支給済となっていたので、社会保険事務

所（当時）に照会したところ、同様の回答を受け取った。 

    自分自身は、脱退手当金を受給した記憶は無いので、再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚生年

金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給されたことが記載されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人の脱退手当金は、昭和24年１月19日に支給決定されているが、

当時は通算年金制度創設前であることから、申立人が脱退手当金を受給するこ

とに不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1102 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 36年９月１日から同年 10月 18日まで 

             ② 昭和 36年 10月 18日から 37年８月８日まで 

③ 昭和 39年８月３日から同年 10月 12日まで 

④ 昭和 39年 10月 25日から 40年２月３日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、いずれの申

立期間についても、船員保険被保険者期間となっていないことが分かったの

で、社会保険事務所（当時）に照会したところ、やはり、申立期間は船員保

険被保険者期間となっていなかった。 

    船員として働いているときは、その職業柄、船員保険に加入していない船

には、絶対に乗らなかったと記憶している。 

    当時の給与明細書等は無いが、給与から保険料を控除されていたと記憶し

ており、船員手帳も保管しているので、申立期間を船員保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が所持する船員手帳において、Ａ社を船舶所

有者とするＢ丸に係る雇入年月日が昭和 36 年９月１日、雇止年月日が同年

10月 18日と記載されていることが確認できることから、申立人は、申立期

間①に当該船舶に勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿によれば、同社は、昭和

36 年８月１日に船員保険の適用事業所ではなくなっていることから、申立

期間①において、船員保険適用事業所ではなかったことが確認できる。 

    また、Ａ社は、既に解散しており、事業主の所在が確認できないことから、

証言を得ることができず、申立人の申立期間①における船員保険料の控除に



ついて確認することができない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人が所持する船員手帳において、Ｃ社を船舶所

有者とするＤ丸に係る雇入年月日が昭和 36年 10 月 18 日、雇止年月日が同

年 11月 14日と記載されていること、Ｅ丸に係る雇入年月日が同年 11月 14

日、雇止年月日が 37 年２月５日と記載されていること、及び当該船舶に係

る再雇入年月日が同年２月 15 日、雇止年月日が同年８月８日と記載されて

いることが確認できることから、申立人は、申立期間②に上記両船舶に勤務

していたことが推認できる。 

    しかしながら、Ｃ社に係る船員保険被保険者名簿によれば、同社は、昭和

37年 10月１日に船員保険の適用事業所となっており、申立期間②において、

同社は船員保険適用事業所ではなかったことが確認できる。 

    また、Ｃ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立人が被保険者資格

を取得した昭和 37年 10月１日と同日に、資格を取得したことが確認できる

船員二人の船員手帳を確認したところ、いずれの船員についても、申立期間

②が、同社を船舶所有者とする雇入期間であることが確認できるものの、オ

ンライン記録から、申立期間②中に、船員保険に加入していることが確認で

きない。 

    さらに、Ｃ社は、既に解散しており、事業主の所在が確認できないことか

ら、証言を得ることができず、申立人の申立期間②における船員保険料の控

除について確認することができない。 

 

  ３ 申立期間③について、申立人が所持する船員手帳において、Ｆ事業主を船

舶所有者とするＧ丸に係る雇入年月日が昭和 39 年８月３日、雇止年月日が

同年 10月 12日と記載されていることから、申立人は、申立期間③に当該船

舶に勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、船舶所有者であるＦ事業主の所在が確認できないことから、

証言を得ることができず、申立人の申立期間③における船員保険料の控除に

ついて確認することができない。 

    また、申立人は、Ｇ丸に乗船していた当時の同僚として、二人の姓を挙げ

ているが、Ｆ事業主に係る船員保険被保険者名簿において、このうちの一人

と同姓の者が船員保険に加入していることが確認できるものの、既に亡くな

っていることから証言を得ることができず、残る一人については、その姓の

者を当該名簿において確認することができない。 

    さらに、Ｆ事業主に係る船員保険被保険者名簿には、申立期間③において

申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無いことから、申立人

に係る社会保険事務所の記録が失われたものとは考え難い。 

 



  ４ 申立期間④について、申立人が所持する船員手帳において、船舶所有者の

Ｈ社Ｉ支社に係る雇入年月日が昭和 39年 10 月 25日、雇止年月日が 40年４

月８日と記載されていることから、申立人は、申立期間④に同社の所有する

船舶に勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、Ｈ社の商業登記簿によれば、昭和 38年８月 15日にＪ市内

に支社を設立したことが確認できるものの、年金事務所は、Ｈ社Ｉ支社につ

いて、「Ｊ市の所在するＫ県では、適用事業所として該当する事業所は確認

できない。」としており、申立期間④において、当該事業所が船員保険の適

用事業所であったことが確認できない。 

    また、オンライン記録から、申立人は、申立期間④直後の昭和 40 年２月

３日から同年４月 10 日まで、Ｈ社において船員保険に加入していることが

確認できるが、同社は、既に解散しており、事業主の所在が確認できないこ

とから、証言を得ることができず、申立人の申立期間④における船員保険料

の控除について確認することができない。 

    さらに、Ｈ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立人が被保険者資

格を取得した昭和 40 年２月３日と同日に被保険者資格を取得し、同年４月

25日に資格を喪失していることが確認できる船員は、「自分は、８月ごろま

で船に乗っていた。」と証言していることから、申立期間④当時、同社は、

雇い入れた船員について、必ずしもすべての雇入期間について、船員保険に

加入させていなかったことがうかがえる。 

 

  ５ 申立人は、いずれの申立期間についても給与から船員保険料を控除されて

いた具体的な記憶が無く、いずれの申立期間についても船員保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

    このほか、いずれの申立期間についても、船員保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間①、②、③及び④に係る船員保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1103 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 58年５月６日から同年６月 10日まで 

                          ② 昭和 58年 10月２日から 59年１月８日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ県教育庁

Ｂ教育事務所管内の中学校に勤務していた期間が、厚生年金保険被保険者期

間となっていなかったので、年金事務所で調べてもらったが、やはり厚生年

金保険被保険者期間となっていなかった。 

    申立期間①は、Ｃ市立Ｄ中学校で、申立期間②は、Ｅ町立Ｅ中学校（現在

は、Ｃ市立Ｅ中学校）で勤務したが、これは辞令書及び履歴書に記載されて

いる。 

    いずれの申立期間についても厚生年金保険に加入していたと思うので、給

与明細書等の資料は無いが、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人から提出された辞令書及びＡ県教育庁Ｂ教育

事務所から提出された履歴書から、申立人が申立期間①において、Ａ県教育

庁Ｂ教育事務所管内のＣ市立Ｄ中学校に勤務していたことが確認できる。 

    しかしながら、Ａ県教育庁Ｂ教育事務所は、「昭和 58年５月６日から同年

６月 10 日の採用については、期間が２か月以内であるので、Ａ県市町村立

学校臨時職員取扱規程（以下「取扱規程」という。）により、社会保険加入

手続きを取っていないものと思われる。」と回答していることから、申立期

間①当時、Ａ県教育庁Ｂ教育事務所は、取扱規程に基づき、採用予定期間が

２か月以内と決まっていた申立人については、厚生年金保険に加入させてい

なかったことがうかがえる。 



  ２  申立期間②について、申立人及びＡ県教育庁Ｂ教育事務所から提出された

履歴書から、申立人が申立期間②において、Ａ県教育庁Ｂ教育事務所管内の

Ｅ町立Ｅ中学校に勤務していたことが確認できる。 

    しかしながら、Ａ県教育庁Ｂ教育事務所は、「昭和 58 年 10月２日から 59

年１月８日の採用については、当初から採用期間が２か月を超えているので、

社会保険加入手続を取るべきであったが、当時、採用期間が２か月ないし３

か月の比較的短い臨時職員については、社会保険への加入手続も、給与から

の厚生年金保険料控除についても行っていない例が多かったようである。」

と回答している。 

    また、Ａ県教育庁Ｂ教育事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

において、昭和 58年４月１日から 59年２月７日までの期間に、当該事業所

で厚生年金保険被保険者資格を取得した者が 68 人確認できるが、これらの

者の当該事業所における被保険者期間を確認したところ、採用期間の途中で

退職したために、その被保険者期間が１か月である１人を除き、その他の者

の被保険者期間はいずれも４か月以上であることが確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立期間②当時、Ａ県教育庁Ｂ教育事務所

は、その採用期間が２か月から３か月程度と短期間の臨時職員については、

厚生年金保険の加入対象者として取り扱っていなかったことが推認できる。 

 

  ３ Ａ県教育庁Ｂ教育事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、

申立期間①及び②において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠

落も無いことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われた

とは考え難い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1104 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 44年 12月 21日から 45 年４月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていなかったので、年金事務所に照会した

ところ、やはり、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていなかった。 

私は、申立期間前の昭和 44年４月５日から、Ａ事業所Ｂ事務所で臨時雇

用員として勤務していたが、同年 12 月に、Ａ事業所Ｃ支社（現在は、Ｄ社

Ｃ支社）管内のＥ事務所で勤務するように命令を受け、同年 12 月 21日から

45年３月 31日まで同事務所で勤務していた。 

臨時雇用員であっても、Ａ事業所が厚生年金保険に加入させていないは

ずがないと思うので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が保管していた履歴書の記載内容から、申立人は申立期間当時、Ａ事

務所Ｃ支社管内のＥ事務所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｄ社は、「勤務場所によっては、厚生年金保険の適用事業所

となっていたため、そのような場所に勤務していた場合は、厚生年金保険に加

入していた可能性があると思われる。ただし、現在、当社に保管されている資

料は履歴カードのみで、これらの事実を確認できる資料が保存されていないこ

とから、申立人の厚生年金保険料の控除等については不明である。また、当時

は、勤務場所が独自に厚生年金保険に加入させるかどうか判断していたようで

ある。」と回答している上、申立人が、その名字を挙げた、当時のＡ事業所Ｃ

支社Ｅ事務所の事務所長及び助役については、オンライン記録において、人物

を特定できないことから、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除等



について確認することができない。 

また、申立人は、「当時は、夏の繁忙期にＡ事業所Ｃ支社から職員を借りる

と、そのお返しとして、Ｂ事務所の職員が、冬季期間は手伝いに行っていた。」

と申し立てているところ、オンライン記録から、昭和 44 年に、Ａ事業所Ｂ事

務所の職員として勤務し、同事務所において厚生年金保険被保険者資格を取得

していることが確認できる元従業員の中には、申立人と同様に、冬季期間に厚

生年金保険に加入していない者が複数いることが確認できるが、これらの元従

業員のうち、証言を得られた複数の者は、「冬季期間は、Ａ事業所Ｃ支社へ手

伝いに行っていた。」と証言している。 

さらに、オンライン記録から、昭和 44 年に、Ａ事業所Ｃ支社の職員として

勤務し、同支社において、厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確

認できる元従業員の中には、夏季期間にＡ事業所Ｂ事務所で厚生年金保険に加

入し、それ以外の期間は、Ａ事業所Ｃ支社で厚生年金保険に加入している者が

多数確認できるが、これらの元従業員のうち、証言を得られた複数の者は、「夏

の間はＢ事務所のＦ部門が忙しく、人員不足になるので、Ｃ支社から応援に行

っていた。繁忙期が終わってからは、Ｃ支社へ戻った。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、当時、Ａ事業所Ｂ事務所においては、Ａ事業

所Ｃ支社から一時的に異動した職員を厚生年金保険に加入させていた一方で、

Ｃ支社においては、申立人と同様、Ｂ事務所からの職員を厚生年金保険に加入

させていなかったことがうかがえる。 

加えて、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1105 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年５月から 52年９月まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間

が、厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が当時の同僚として氏名を挙げた複数の同僚の証言により、期間は特

定できないものの、申立人は、Ａ事業所に勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ事業所は、昭和 59 年７月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所ではな

かったことが確認できる上、同事業所は、既に適用事業所ではなくなっており、

当時の事業主も亡くなっていることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険の適用状況等について確認することができない。 

   また、オンライン記録から、申立人は、申立期間当時、国民年金に加入して

おり、申立期間のうち、昭和 49 年４月から 52 年９月までの期間については、

保険料を納付していることが確認できる。 

   さらに、上記同僚のうちの一人は、「私は、昭和 49 年４月から 54 年７月ま

で、Ａ事業所で勤務していた。」と証言しているところ、当該同僚が保管して

いる昭和 54 年４月分から６月分までの給料支払明細書において、給与から厚

生年金保険料が控除されていたことが確認できない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1106 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 46年９月１日から 47年２月１日まで 

「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社（現

在は、Ｂ事業所）に勤務していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険被

保険者期間となっていないことが分かった。 

国（厚生労働省）の記録では、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格

取得日が昭和 47 年２月１日となっているが、私は、同社に 46 年９月１日

から勤務したと記憶しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間当時、Ａ社において、同じ仕事に従事していたとして氏

名を挙げる従業員のうちの一人は、「私は、昭和 46年 11月にＡ社に入社した。」

と証言しているところ、当該従業員は、申立人について、「私が入社したとき

には、既に勤務していた。」と証言していることから、期間は特定できないも

のの、申立人が、同社で勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録から、上記従業員のＡ社における厚生年金保

険被保険者資格の取得日は、申立人の資格取得日と同日の昭和 47 年２月１日

であることが確認できる上、当該従業員は、「私も、入社後しばらくは、厚生

年金保険に加入していない。」と証言している。 

   また、オンライン記録から、Ａ社において、昭和 47 年２月１日に厚生年金

保険被保険者資格を取得している従業員は、申立人及び上記従業員のほかに二

人が確認できるが、上記従業員は、これら二人の従業員について、「私が入社

したときには、既に勤務していた。」と証言していることから、二人の従業員

は、昭和 46年 11月以前から同社で勤務していたことがうかがえる。 



これらを総合的に判断すると、当時、Ａ社では、必ずしも採用と同時に従業

員を厚生年金保険に加入させず、一定期間経過後にまとめて厚生年金保険に

加入させる取扱いをしていたことがうかがえる。 

加えて、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。  



新潟厚生年金 事案 1107 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 60年３月 30日から同年４月１日まで 

    年金事務所へ年金相談に行ったところ、Ａ社で勤務していた期間のうち、

申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    申立期間は、Ｂ社の出向命令により、Ａ社で勤務しており、Ｂ社へは、昭

和 60年４月１日に戻った。 

    申立期間も引き続き、Ａ社に在籍していたので、申立期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 60年３月 31日まで、Ａ社で在籍していた。」と申し立てて

いるものの、雇用保険の記録から、申立人は、Ａ社を昭和 60年３月 29日に離

職していることが確認できるが、当該離職日は、申立人の同社における厚生年

金保険被保険者資格の喪失日の前日と一致している。 

   また、Ａ社の清算人が所持する、申立人に係る昭和 60 年分給与所得に対す

る所得税源泉徴収簿において、申立人に対して支払われた同年３月分の給与か

ら、社会保険料として 1,480円が控除されていることが確認できるが、当該金

額は、総支給金額から算出した健康保険料及び厚生年金保険料の合計額として

は低額であることから、申立人の給与から、同年３月分の厚生年金保険料が控

除されていたことがうかがえない。 

   さらに、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


